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第１章 調査研究の概要 

 

1. 問題意識・目的 

 

地域包括ケアシステム構築に向けては、市町村が地域の特性に応じて具体的な取り組みの

方向性と目標を定め、地域包括ケアの５つの構成要素（住まい、生活支援・福祉、保健・予

防、介護・リハビリ、医療・看護）にかかわる様々な領域の施策・事業を総合的に推進し、

日常生活圏域単位でシステム化することが求められる。これは、行政技術として新たな手法

も必要とする難易度の高いものといえる。 

地域包括ケアで行われる支援は、在宅で暮らす人々がたどる要介護までの状態変化や段階

に応じて種類や濃度を変えて提供されるものであり、一体的に認識・検討されるべきである。

しかし、推進側の市町村においては「介護予防・日常生活支援総合事業（以下、「総合事業」）」、

「介護保険給付事業」、「在宅医療・介護連携推進事業（以下、「連携推進事業」）」と、それぞ

れを縦割りで個別の「事業」として認識し、取り組んでいる状況が見られ、包括的なシステ

ム化を考えていくことの難しさがうかがわれる。地域包括ケアでは、虚弱～要介護の人々に

対し、医療・介護の専門職をはじめとする人々が市町村の描くシステムに基づき支援を展開

する。しかし、上のような理解において、市町村が実際に事業を行う事業者等に地域包括ケ

アへの理解を促し、その事業を推し進めることは難しいと考えられる。そして、当然ながら、

支援を行う事業者が本質を理解していなければ、推進は困難となる。 

 

地域包括ケアを推進するためには、市町村は虚弱から要介護に至るまでの段階を理解した

上で地域包括ケアのあり方を考え、その上に総合事業、在宅医療・介護連携推進がどのよう

に位置づけられるかを理解し、資源開発や担い手である主体の確保と体制整備を、地域の特

性を鑑みながら行う必要がある。市町村の地域包括ケアシステムにかかる総合的なマネジメ

ントプロセスの構築とシステム化、普及に向けた諸方策の検討と展開は重要であり、それが

実現できる人材の育成を戦略的に進めることが必要なのである。よって、本調査研究ではそ

れらを実施できる自治体職員の育成を図るための研修体系の検討を行うとともに、地域の実

情とあわせて継続的な人材育成が図られるような研修支援体制の検討を行うこととした。 
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2. 調査研究の方法・実施過程 

 

(1) 有識者検討委員会による検討 

地域包括ケア、市町村による地域包括ケアシステムの構築・推進方策等に精通している学

識者・有識者等 12名からなる検討委員会を設置し、検討を行った。計 5回の検討委員会では、

地域包括ケアシステムを構成する諸事業を俯瞰しながら、地域包括ケアシステムの構築・推

進を担う人材に求められる知見・技能、その構築・推進に資することができる人材を育成す

るための教育プログラムの内容・手法・実施体制等のあり方について検討を行った。 

図表 1 地域包括ケア推進に向けた総合的な自治体職員研修・支援体制 

に関する検討委員会 

（アイウエオ順・敬称略 2016年 6月時点） 

 所 属 氏 名 

委
員 

国立大学法人東京大学 高齢社会総合研究機構 教授 飯島 勝矢 

医療法人アスムス 理事長 太田 秀樹 

国立社会保障・人口問題研究所 社会保障基礎理論研究部 部長 川越 雅弘 

国立大学法人千葉大学予防医学センター 環境健康学研究部門 教授 近藤 克則 

国立大学法人東京大学 高齢社会総合研究機構 特任教授 辻  哲夫（委員長） 

医療法人社団つくし会 理事長 新田 國夫 

一般財団法人医療経済研究機構 研究部研究員 兼 研究総務部次長 服部 真治 

地方独立行政法人 東京都健康長寿医療センター  
東京都健康長寿医療センター研究所 研究部長 

藤原 佳典 

国際医療大学 教授 堀田 聰子 

国立研究開発法人国立長寿医療研究センター 在宅連携医療部部長 三浦 久幸 

国立大学法人岡山大学 客員教授 宮島 俊彦 

国立大学法人東京大学医学部 在宅医療学拠点 特任研究員        吉江 悟 

オ
ブ
ザ
ー
バ 

国立大学法人東京大学 医学部 在宅医療学拠点 特任研究員 松本 佳子 

国立大学法人東京大学 高齢社会総合研究機構 長島 洋介 

三菱 UFJリサーチ&コンサルティング株式会社 政策研究事業本部  
東京本部 社会政策部 部長  上席主任研究員 

岩名 礼介 

厚生労働省 老健局 総務課 課長補佐 石井 義恭 

厚生労働省 老健局 総務課 企画法令係 矢野 修司 

厚生労働省 老健局 老人保健課 医療・介護連携技術推進官 秋野 憲一 
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 所 属 氏 名 

厚生労働省 老健局 老人保健課 主査 塩﨑 敬之 

厚生労働省 老健局 振興課 課長補佐 谷内 一夫 

厚生労働省 老健局 振興課  
地域包括ケア推進係 生活支援サービス係 主査 

寺﨑 譲 

厚生労働省 老健局 振興課  
地域包括ケア推進係 生活支援サービス係 

三政 貴秀 

厚生労働省 関東信越厚生局 健康福祉部 地域包括ケア推進課 
課長 

懸上 忠寿 

厚生労働省 関東信越厚生局 健康福祉部 地域包括ケア推進課 小田 晴美 

厚生労働省 近畿厚生局 健康福祉部 地域包括ケア推進課 安田 隆行 

事務局 株式会社富士通総研 第一コンサルティング本部 公共事業部 
名取 直美 
赤田 啓伍 

 

(2) 事業概要 

地域包括ケアシステムの構築・推進では、それを担う市町村職員の育成が鍵となる。その

ため、地域包括ケアシステムに係る総合的な人材育成プログラムの構成を検討し、その中で

早急に取り組むべきと考えられる基礎理論の獲得による意識づけ・動機づけを重視した研修

プログラムと研修資材の案を作成した。また、市町村のみの実施には限界がある場合も考え

られることから、都道府県が以上を利用して市町村支援を行うことで、全体的な底上げを図

るとともに、研修を通じての市町村間の交流や関係づくりも想定した検討を行った。 

実施に際しては、既に市町村支援に取り組んでいる県や団体等の事例を確認しつつ、検討

を進めた。さらに、人材育成は継続的に行われること、地域性等当該地域の実情を反映した

育成プログラムが求められること、社会人における教育プログラムとしての質と効果も担保

すべきことから、継続的な人材育成・研修体制について協議を行った。 

 

① 課題設定と検討委員会の設置 

医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムは、

一義的に市町村によって構築・推進されるものであるが、医療・介護の多岐にわたる専門

職や市民の活動団体、そして市民自身が関わって創り上げていくことになる。すなわち、

市町村とそれらとが協働・連携した体制をつくることが不可欠であり、地域包括ケアシス

テムの構築・推進を担当する職員はその働きかけを行うことができなければならない。 

他者との協働・連携した体制をとるということは、すなわちその担当職員自身の行動や

働きかけによって、他者の共感や気づきを引き出し、行動を促すということである。その

ためには、職員自身が地域包括ケアの目指すところを正しく理解し、知識と技術と行動力、

取り組むマインドセットがなされていることが必要である。しかし、そうした理解や必要

性は必ずしも十分に理解されてはおらず、さらに今までの市町村の仕事の仕方においても

他者と協働・連携体制をとることは強く求められてはこなかったといえる。しかし、地域

包括ケアシステムは人によってつくられるものであり、そこにかかわる市町村職員自身の
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姿勢がその成否に大きく影響するため、人材育成がより重要となる。そのため、本事業で

は地域包括ケアに精通し、その現場での実践のみならず、教育・啓発に携わる学識者・有

識者らからなる検討委員会を設置し、5回の委員会を開催し、検討を行った（8月、11月、

12月、2月、3月）。 

 

② 都道府県による研修プログラムの実施状況の確認 

一義的に地域包括ケアシステムの構築・推進は市町村が担うが、単独での取り組みが困

難な市町村もある。そのため、都道府県による市町村支援も行われているが一部に留まる。 

今回は、既に取り組んでいる都道府県の一つとして、保健所と連携し、年間の研修計画

を立てて市町村支援を行っている栃木県のボトムアップ型による支援体制の確認を行った。

また、既に熱心に取り組んでいる市町村および担当職員に対し、さらなる取り組み拡充の

支援だけではなく、県内リーダーの養成を見越したプルアップ型の支援の取り組みもある。

この場合、県内での独自モデルの創出や他地域への知見の伝播への期待だけではなく、当

該職員が、都道府県が研修を展開する際の実施支援者となることが期待され、県内全体の

地域包括ケアシステムの体制強化にも資すると考えられることから、その取り組みに着手

した宮崎県の事例を確認した。 

 

③ 研修の全体設計と「基礎・導入編」のプログラムの先行開発 

地域包括ケアシステムの推進・構築に係る職員としては、その総括及び推進の主担当と

なる課以外にも地域支援事業部門（総合事業担当・在宅医療介護連携担当・認知症担当）、

介護保険給付部門等があると想定される。そのため、研修の主対象は地域包括ケア推進の

主担当課としながらも、地域包括ケアを構成する重要な要素を担う担当課も、同様に研修

対象として想定した。また、2025年に向け、第 6期以降の介護保険は地域包括ケアを実現

するための「地域包括ケア計画」として策定されており、その計画のもと、職員は業務に

取り組んでいる。一方で、医療・介護・予防・住まい・生活支援を重要な構成要素とする

地域包括ケアは、多くの関係者とそれらに対応する自治体の所管課が「住み続けられるま

ちの実現」という一つの目標のもと取り組んでいくものである。 

一方、以上の実現には、従来からの市町村職員の業務において求められてきたこととは

異なるスキルを必要とするものであり、既に業務に着手している職員においても、意識、

知識・技術が不足する場合も考えられる。そのため、地域包括ケアシステムに係る基礎理

論を学び、習得する「地域包括ケアシステム『1.基礎・導入編』」を始まりとする研修体系

と、地域包括ケアシステムにかかわる全ての職員を対象とする「地域包括ケア『1.基礎・

導入編』」のプログラムの先行開発は急務であるとし、検討を進めた。 

 

④ 継続的な人材育成・研修の実施体制の検討 

地域包括ケアシステムの構築・推進は地域の実情が反映されていることが必要であり、

それを踏まえながら継続的に人材育成に取り組む必要がある。その場合、都道府県のみで

取り組むのではなく、当該地域の専門職の人材輩出機関である高等教育機関、県医師会を

はじめとする専門職団体らと連携して取り組んでいくことが望ましく考えられることから、

それらを勘案した継続的な人材育成の実施体制について検討を行った。 
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第２章 地域包括ケアシステム構築に係る人材育成のあり方の検討 

 

1. 地域包括ケアシステムを取り巻く状況と自治体職員の人材育成の必要性 

 

(1) 地域包括ケアシステムを担当する自治体職員を取り巻く状況 

① 地域包括ケアシステムの基礎理論の理解と基本姿勢を獲得し、推進のための技術を持つ職員が

求められている 

人生 80年といわれる中、地域包括ケアシステムは、長期にわたる高齢期の生活を尊厳あ

るものとして支え、在宅で暮らしたいという人の希望をかなえるための個人の選択を可能

としようとするものである。そして、少子高齢化が進み、資源不足・担い手不足が想定さ

れる社会においては、地域包括ケアシステムの構築がなされなければ、地域そして自治体

が存続することも困難になる。 

地域包括ケアシステムは、高齢者という「個人」と、そして「地域・自治体」の双方の

課題を解決しようとするものである。そして、その課題解決をしていくには、「個人」であ

る高齢者のニーズに対する複数の担い手等からの統合された支援を行うための事業者間の

連携推進を進める等のマネジメント、地域包括ケアシステム推進の鍵を握る市民の理解醸

成と自発的な取り組みを進めるためのマネジメント、そして「地域・自治体」のマネジメ

ントを行うことが求められる。よって、地域包括ケアシステム構築・推進を担う市町村に

おいては、地域包括ケアシステムに対する知識と推進・構築のための方法を理解し、その

ためのマネジメントを行いうる職員の育成が急務となっている。 

 

地域包括ケアシステムでは、市町村が地域の特性に応じて具体的な取り組みの方向性と

目標を定め、地域包括ケアシステムの各領域の施策・事業を総合的に推進し、日常生活圏

域単位でシステム化することが必要である。そのシステム化に際しては、従来からの医療

や介護等の専門職に加え、さらに市民団体等多岐に渡る担い手、そして市民の理解が必要

であり、市町村はその連携や展開を見ながら地域の実情に応じた構築を進めることとなる。

すなわち、地域包括ケアシステムの構築を進める市町村においては、地域の実情の見極め

とそれに基づいた方向性・方針を設定し、それらを事業者等に明確に提示することによっ

て事業への取り組みを促し、その進捗状況を測りつつ改善を目指してあるべき姿を目指す

ことが求められる。そのためには、「地域の実情把握・課題分析を通じて地域における共通

の目標を設定し、関係者間で共有するとともに、その達成に向けた具体的な計画を作成・

実行し、評価と計画の見直しを繰り返し行うことで、目標達成に向けた活動を継続的に改

善する取組」1である地域マネジメントを行うことが必要となる。 

地域マネジメントを行うには、各地域の実態を把握するための技術のほか、各地域でシ

ステム化を図るための行政技術、市町村が方針を提示し事業者等に働きかけることで目標

                            
1 「地域包括ケアシステム構築に向けた制度及びサービスのあり方に関する研究事業報告書＜地域包括ケア

研究会＞地域包括ケアシステムと地域マネジメント」（三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング 平成 27年度老人

保健健康増進等事業） 
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を達成させるというような協働・連携をするための技術等、新しい行政技術を市町村職員

が身につけることが必要となる。そして、いずれの技術を獲得する場合にも前提となるの

は、当該の市町村職員が、地域包括ケアシステムの基礎理論を正しく理解し、その上でど

のように取り組むべきかの基本姿勢を獲得しているということである。それによって、は

じめて地域の課題を正しく把握し、その意識をもって他者にその理解を促すことが可能と

なる。 

 

② 定期的な異動を前提とされる中で、地域包括ケアシステムを担う自治体職員をどう育成するか 

地域包括ケアシステムでは、虚弱の頃から最期の時までの老いのプロセスを対象とし、

地域の実情を諮りつつ、そのプロセス上にある人々を支える資源確保や体制強化を継続的

に取り組む等の高い意識と技術も必要とされるため、その獲得には一定程度の時間も必要

となる。一方、市町村をはじめとする自治体職員では、定期的に課を異動して様々な分野

を経験させ、ゼネラリストとしての人材育成を図ることが主流となっている。その場合、

担当者が着任から数年をかけて担当分野の知識や経験を獲得した頃に異動となり、後任者

でも同じこと繰り返される等、技術や知識の継承がされにくい状況が見られる。 

単年度等の短い期間を想定したＰＤＣＡを回しながら事業を進めていくことに対する大

きなストレスや課題は生じないとも考えられるが、長期的な視点で目標を達成していこう

と骨太に実行するためには、担当者間での事項の引継ぎだけではなく、その視点・意識が

引き継がれることへの課題もある。 

 

地域包括ケアシステムは、市町村が事業者等や市民らと共に作っていくものである。よ

って、推進を担う職員が、地域包括ケアの本質を理解し、何を目指し、どのように進めて

いくべきかの理解は、その進捗に大きく影響を与えることになる。さらに、職員交替によ

る地域包括ケアシステム推進の鈍化は当然ながらあってはならないことであり、そのリス

クヘッジ策も組織としては考えねばならない。 

すなわち、年度で担当が変わることも視野に入れ、新しく担当者となった者たちに対し、

着任後速やかに地域包括ケアシステムの基礎理論の理解・基本姿勢の獲得を進め、その上

で地域包括ケアシステムの推進・構築をはかるための知識・技術等の獲得を図ることが必

要となる。 
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(2) 市町村職員に求められること 

① 地域包括ケアシステムの目標はどのように達成されるのかを理解する 

地域包括ケアシステムは、「地域の実情に応じて、高齢者が、可能な限り、住み慣れた地

域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、医療、介護、介護

予防（要介護状態若しくは要支援状態となることの予防又は要介護状態若しくは要支援状

態の軽減若しくは悪化の防止をいう。）、住まい及び自立した日常生活の支援が包括的に確

保される状態をいう。」2と定義されている。よって、地域

包括ケアシステムは、「可能な限り自立期間を延ばす」、「虚

弱、要介護となった場合にも尊厳をもって安心して過ごす

ことができる」ことが必要となる。そして、人々がたどる、

虚弱から要介護、人生の終末期の過程の中では、その状況

に対応した「医療、介護、介護予防、住まい及び自立した

日常生活の支援（生活支援）が地域において継続的かつ包

括的に確保される体制」が、「各日常生活圏域において設定

される」ことが必要となる。そして、その支援は、利用者

を中心に統合されたものであることが求められる。 

 

高齢者の状況・状態の変化に応じた段階的な対応を可能とし、さらにその人を中心に統

合された支援が行われることで、地域包括ケアシステムが掲げる「高齢者が、可能な限り、

住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができる」という目

標達成が可能となるが、そのためには複数の事業が必要となる。すなわち、地域包括ケア

システムの目標を達成するためには、総合事業、医療・介護連携等の複数の事業、手段が

設定されることが必要なのであり、それぞれが適切に行われることによって地域包括ケア

システムの目標が達成されることになる。同時並行で進められている個別事業の進捗を単

に図るのではなく、それらに横串を刺しながら、地域包括ケアシステムの目標達成に向け

てマネジメントをしていくことが必要なのである。市町村の職員はその本質的な意味を理

解した上で、地域包括ケアシステムを構築・推進する姿勢と力が求められる。 

 

  

                            
2地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律（医療介護総

合確保推進法）第二条（定義） 

利用者

医師

理学
療法士

作業
療法士

言語
聴覚士

医療
SW

管理
栄養士

薬剤師

介護士

看護師

図表 2 統合されたケア 
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② 地域の将来展望をデータに基づいて確立させていく 

市町村における介護保険給付に関する業務は、社会保険業務の一環として保険給付及び

事業者の指導という比較的定型的な業務である。しかし、地域包括ケアシステムの構築に

際しては、地域包括ケアという一つの理念で地域をかたちづくることを目指す観点から、

今後は、介護保険事業計画を基本とする将来展望を、如何にデータに基づいて確立してい

くかという調査企画業務が重要となってくる。 

 

対象となるデータは、資源の充足度等の提供体制、事業実績や進捗等の実施状況、事業

実施の前提ともなる住民らの意識や意向等が、以前より把握されてきたところである。一

方、地域包括ケアシステムは、人々がその人生の最期まで、自身の望む場で、安心して暮

らせることを目指すものであり、その達成状況も確認する必要がある。よって、要介護高

齢者がどの場所で生活しているかだけではなく、看取りの状況にも着目する必要がある。

どの場所で看取りが行われたのかは、当該地域の地域包括ケアシステム構築およびそこに

包含される在宅医療・介護連携推進の状況のみならず、人口構成や家族構成、医療や介護

の資源、風土や環境等のさまざまな影響を受けた結果である。しかし、自身の望む場で最

期を迎えられることは、地域包括ケアシステムが目指すべきものの一つである。よって、

要介護高齢者の在宅療養率に加えてその生活に対する満足度、当該地域の住民がどこで最

期を迎えたいと考えているのか、そして、実際にどのような場所で人は看取られているの

かを見るために地域での看取りの状況はどうなっているのかということは、今後あらたに

市町村が把握すべき内容である。地域での看取りの状況は、看取りを可能とする資源や体

制整備と人々の選択が影響しあって変わっていくと考えられる。人生最期の場がどこであ

ったのか、それはどのように変化しているのかを確認し、変化が生じた場合には背景を考

え、その上で次に何を進めていくべきかを知ることが、市町村が地域の看取り3状況を見る

ことの目的である。 

 

データ分析の実施に際しては、人口や世帯構成、人的・物的資源だけではなく、地域の

多様性を前提として踏まえる必要がある。加えて、人口変化や少子高齢化の進行、事業推

進等による変化や新たなニーズへの対応が生じることも考えられるため、その分析におい

て、如何に実態に迫れるかがポイントとなってくる。 

実体が把握された後には、解決策・改善策の検討、課題や目標の設定を行い、それを実

行して評価することが必要となるため、ＰＤＣＡの考え方・技術を獲得し、こうした一連

によって、地域の将来展望を明確にしていくことを目指すこととなる。そして、その観点

においては、どのようにしていけば地域住民が安心できるのかということを自ら考えるこ

とができる「担い手意識」を強く持つことが不可欠となる。 

 

  

                            
3
 参考：「在宅医療・介護連携の推進に際しての地域の看取りの状況について」（㈱富士通総研） 

URL: http://www.fujitsu.com/jp/group/fri/report/elderly-health/chiiki-mitori.html 
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③ 事業者等・住民らに連携や取り組みを促し、主体的に行動できるように働きかける 

地域支援事業では、介護予防、生活支援といった住民の自助、互助のウエイトの高い分

野を促進する業務や、在宅医療・介護連携推進事業のように、医師をはじめとする専門職

を束ねる専門職団体のコーディネートや専門職間の連携促進の業務、更には、住まいの観

点から住宅部局との連携といった新しいタイプの業務をこなす必要が生じてくる。 

 

市町村の地域包括ケアシステム推進の主担当課では、事業の実施自体については強く意

識していると考えられるが、多くにおいてはその実現に向けての庁内横断的な働きかけの

不足や、事業者や住民組織についても自らの問題意識の提示や理解促進のための働きかけ

が十分とは言えないような状況が見受けられる。地域包括ケアシステムの目標は、事業者

等や市民らがその趣旨を理解し、取り組むことによって達成されることになる。そして、

庁内においても、市町村の推進の主担当課が直接取り組むことだけで達成されるのではな

く、庁内の地域支援事業部門や介護保険の給付部門、住まいなどを担当する庁内の別の課

への働きかけや連携も必要である。よって、市町村の推進の主担当課から、事業者等や市

民に対し、同様に推進の主担当課以外の庁内の別の課に対しても課題、方向性を示し、理

解や共有を促し、共通の問題意識に到達すべく働きかけを行うこととなる。 

したがって、決められたことを如何に確実に実施するかだけではなく、自らの認識を提

示することで他者に働きかけ、業務を遂行する上での課題をまず共有する、その共有の下

で、提案しあうといった連携した仕事の進め方ができるようになることが必要である。そ

のうえで、地域における目標を設定し、事業者等の提供者に対する実施体制構築、住民ら

の意識醸成や活動支援等による環境整備を進めるマネジメントが行えるようになることが

必要となる。 

 

地域包括ケアシステムの構築・推進に向けた事業者等や市民との関係においては、どの

ようにその人々が主体的に行動するよう仕向けるか・仕掛けるかというような業務が重要

となる。このためには、どのようにすれば十分理解してもらえるかを考え、働きかけるこ

とが必要となる。さらに、それぞれが主体的にどう行動すべきかを認識して行動すること

が重要であるため、市町村がどのように考えているのかをきちんと伝える姿勢と、理解を

得るための合理的な説明ができることが、そこでは必要となる。 

関係者間による会議を進めていく場合においても、事務局を担う市町村はその成り行き

に任せるのではなく、その主体性を尊重しながらも、一定の方向性をわかりやすく説明し、

関係者の協議とそれに基づく意思決定を尊重して一つの方向性に向かうという姿勢が重要

であり、こうした新しい会議の手法も身に付ける必要が出てくる。 

地域包括ケアシステムでは多くの関係者の存在が考えられるため、多くの人に会議で主

体的に発言してもらうか、議論をしてもらうかの工夫が重要である。そのため、グループ

ワークなども含む会議も行う等の工夫も求められる。さらに、参加者のチーム意識を醸成

し、担い手意識を向上させるか・モチベーションを喚起させるかといった手法を体得する

ことも必要である。特に、参加者による議論を引き出すだけではなく、その合意形成や気

づきの獲得、関係性の強化を促進させていくために、グループワークの手法、ファシリテ

ータとしての技能は、今後の市町村職員にとって必須のノウハウとなる。 
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(3) 市町村職員に対する研修の必要性 

① 短期間で必要な事項を効率的・効果的に獲得することが求められている 

団塊の世代が後期高齢者層に移行する 2025年を目前に、地域包括ケアシステムをつくり

あげることは、いずれの市町村にとっても必須の課題である。一方、地域包括ケアシステ

ムは未だかつてない新しい取り組みであり、市町村職員に従来の行政技術とは異なる技術

や力を求められることから、それを行いうる人材の育成が求められる。一方、現在の自治

体における定期的な人事異動の仕組みを考えると、専門分野に精通した市町村職員の育成

や確保には工夫が必要となる。そのため、地域包括ケアシステムの構築・推進に係る人材

育成については、担当職員の異動を前提として設計することが必要であり、短期に必要な

事項を効率的・効果的に獲得していくためには研修の実施が有効であると考えられる。 

 

② 研修の対象者 

【地域包括ケアシステムの推進の主担当課の職員】 

新任の担当職員には、着任後、地域包括ケアシステムの目指すところ・本質という基礎

理論を理解し、その上で自らが何をすべきかを能動的に考え、働きかけるという基本姿勢

を速やかに獲得する必要がある。基礎理論の理解と基本姿勢の獲得は、地域包括ケアシス

テムに係る担当職員に求められるところであり、それによって様々な取り組みに血肉が通

う。なぜならば、地域包括ケアシステムは、市町村が事業者等や市民と共に創り上げてい

くものであり、その場合、担当職員の力が大きく影響するからである。したがって、担当

職員に地域包括ケアシステムの基礎理論の理解や基本姿勢が獲得できていなければ、その

取り組みは形骸化し、結果として地域包括ケアシステムが掲げる目標への到達は困難とな

る可能性も高い。ゆえに、基礎理論の理解と基本姿勢の獲得は、地域包括ケアシステムを

推進する主担当課の職員全てにおいてなされている必要がある。そして、本質を理解した

上で、地域包括ケアシステムを構築・推進していく上で必要となる技術、知識等を獲得し

ていくこととなる。 

【当該部署の管理職】 

地域の実情に応じた取り組み方の方法や工夫、取り組み体制は多様であり、その実現に

は予算や人事が必要である。よって、管理職が地域包括ケアシステムを正しく理解してい

ることは重要であるため、新たに着任した場合には地域包括ケアシステムの基礎理論の理

解や基本姿勢の獲得のために学ぶ機会を設けておく必要がある。当然ながら、着任以前に

当該部署に従事している可能性も考えられるが、今後さらに地域包括ケアシステムが深化

していくことによって獲得すべき知識や情報等がアップデートされていく可能性もあるこ

とから、当該部署から異動してからの期間があいている場合には改めて学ぶことが求めら

れる。 

【地域支援事業、介護保険給付部門をはじめとする庁内職員】 

総合事業、在宅医療・介護連携推進事業等の地域支援事業、介護保険も地域包括ケアシ

ステムは包含するものであり、推進の主担当課以外の地域支援事業部門、介護保険給付部

門の職員にも、地域包括ケアの基礎理論、基本姿勢の獲得は業務に取り組む上での前提と

なる。さらに、地域包括ケアシステムは高齢者への直接的なサービスのみで構成されるの
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ではなく、サービスを利用しながら住み続けることができるような住まいやまちの環境づ

くり、取り巻く人々・地域社会の意識の醸成等の広範にわたる。このことが、地域包括ケ

アはまちづくりであると言われる所以である。よって、地域包括ケアシステムに関する基

礎理念等の基本的な内容については、直接関連する部署のみならず、庁内で理解されてい

ることが望ましい。 

 

(4) 都道府県による市町村支援の必要性 

地域包括ケアシステムの構築・推進に係る市町村職員の人材育成については、当該市町

村が取り組むこととなるが、その規模や体制等の点から、市町村単独で取り組むことの限

界もある。そのため、現在、一部の都道府県において、市町村支援として、市町村の地域

包括ケアシステムの構築・推進を主に担う担当職員、在宅医療・介護連携推進事業の担当

職員に対し、一か所に集合させて研修を実施している状況が見られる。こうした集合型の

研修のメリットの一つは、異なる人々に対して同一の知識・情報等が提供されることで一

定の水準を確保することであり、それは主に座学による知識吸収型の研修で行われること

となる。一方、他者と議論・検討することによる新たな気づき、自分と同じような課題を

抱えている人や同じことを考えている人の存在を知ることによる安心感や自信は、各市町

村の背景が異なる場合でも、同じ仕事に従事する人々が参加し、議論することによって得

られるものであり、それは主にグループワーク型の研修によって得られることとなる。 

以上は、集合型の研修でしかなしえないことであることから、市町村が単独で取り組む

ことへの配慮だけではなく、異なる市町村で同じ仕事に取り組む職員が集まる研修の機会

を設定することの効果にも着目すべきである。同じような課題を抱える職員が一定数いれ

ば、その課題を色々な視点から検討することも可能である。それが同一都道府県の市町村

であれば、類似する環境や共通性という点からの検討のしやすさだけではなく、研修後に

も継続的な議論や情報交換が行われることも期待できる。結果として、相互の取り組みに

好影響が生じ、地域包括ケアシステムの構築・推進が図られれば、県内市町村の地域包括

ケアシステムの構築・推進を図る都道府県にもメリットが生じる。 

 

地域包括ケアシステムでは在宅医療・介護の連携推進が重要であるが、医療は都道府県

で整備計画が進められてきた背景から、市町村に医療についての知識や情報は乏しい。よ

って、都道府県が情報提供等によって支援を行うことが必要となるが、提供に際し、一体

何が求められているのかを都道府県自身が把握する必要がある。その場合、都道府県が行

う市町村への研修の機会を活用して把握することで、必要な情報等を効率的・効果的に提

供することが可能となるというメリットもある。 

都道府県は市町村支援として市町村職員向け研修を行うべく、都道府県を含む体系的な

研修体制と継続的な支援体制をつくり、研修内容を設計することが望まれると考えられる

ことから、本調査研究では都道府県による市町村職員向け研修を想定する。 
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(5) 都道府県における取り組み事例の確認 ～栃木県 

都道府県で市町支援を行っている例としては、栃木県の例がある。栃木県では県内の市

町担当者を対象に地域包括ケアシステムに係るさまざまな研修を企画・開催し、ボトムア

ップ型の研修体制を構築している。本調査研究の実施にあたり、研修の実施状況や課題等

の確認を行うべく、地域包括ケアシステムの推進・構築の主担当課であり、研修を企画・

開催する保健福祉部医療政策課に対して確認を行った。 

 

 【研修体系と実施体制】 

栃木県では、市町職員に対する地域包括ケアシステムに係る研修の体系を次のように構

築し、研修を実施している。 

図表 3 栃木県の研修体系と実施体制 

総合研修  地域包括ケアシステム市町担当者養成研修 医療政策課 ※1 

  地域包括支援センター職員研修 高齢対策課 ※2 

  地域包括支援センター職員医療的知識向上研修 高齢対策課 

分野別研修 在宅医療 在宅医療市町担当者研修 医療政策課 

 介護予防 介護予防支援業務従事者研修 高齢対策課 

 生活支援 生活支援コーディネータ養成研修 高齢対策課 

 認知症 認知症初期集中支援チーム員研修 高齢対策課 

  認知症地域支援指導員研修 高齢対策課 
  

医療政策課 
地域包括ケアシステム構築・推進の全体統括であり、在宅医療・介護連携推進

の主担当課であり、地域包括ケアシステム、在宅医療の研修を企画・開催する。 

高齢対策課 
介護予防・生活支援・認知症・地域包括支援センター等、実務全般を担い、それ

に関連する研修を企画・開催する。 

健康福祉センター 

（保健所） 

中核的な拠点となる「広域センター」（5 ヶ所）と地域的な課題解決に向けた施策

や保健福祉の連携施策を進める「地域センター」（4 ヶ所）が設置されている。 

健康福祉センターでは、在宅医療推進支援センター事業における市町支援を実

施しており、その一環として市町研修も支援する。 

 

 【研修の開催状況】 

地域包括ケアシステム構築・推進の全体統括であり、推進の主担当課である医療政策課

では、「地域包括ケアシステムの構築を担当する市町職員がシステムの構築推進に向けた連

携強化を図るために必要な能力を強化するとともに、市町においてそれぞれの地域の特性

を十分に活かした地域包括ケアシステムの構築が推進されること」を目的に、平成 27年度

より「地域包括ケアシステム市町職員養成研修」を開催している。その開催の背景には、

市町職員が地域包括ケアシステムに係る知識やそのための技術を学ぶ機会や情報共有の機

会が少ないことがあった。 

そのため、平成 27年度には「地域包括ケアシステム市町職員養成研修」として 9月と 3

月の計 2回開催し、平成 28年度には「地域包括ケアシステム市町職員養成研修（初任者研

修）」を 5月に 1回、「地域包括ケアシステム市町職員養成研修（管理者・実務者研修）」を

7月と 2月に開催し、計 3回開催している。また、11月～12月にかけて、それぞれの市町

の実態把握とフォローアップを兼ねて、「圏域別フォローアップ連絡会」を各圏域で開催し
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ている。研修開催時には、高齢対策課、健康福祉センターの職員（総務企画課及び福祉指

導課）も支援に入り、グループワークではファシリテータ等の役割も担う。また、健康福

祉センターでは、自身の圏内市町のフォローアップにも医療政策課と共にあたっている。 

 

 【研修に際しての課題】 

栃木県へのヒアリングと意見交換では、次のような内容が確認された。 

 同じ年度であっても研修ごとに出席者が変わる、次年度は異動する等があり、研修の対象者が同一で

はないため、段階的な育成が行いにくい。 

 小規模自治体の場合、地域包括ケアシステムの構築・推進と在宅医療・介護連携推進の担当者は兼

務で一人である等、推進する上でのマンパワーが不足している。但し、その場合でも、当該担当者が地

域包括ケアシステムに係る内容の多くを把握している場合があるため、理解と展開は早い場合もある。 

研修の重要性が理解されていない。実施体制も脆弱である等、地域包括ケアシステム構築の重要

性が理解されていないのではないか。 
 

 地域包括ケアシステムの構築・推進の主担当課の職員であっても、新たに着任した場合、福祉部門が

初めてである等、地域包括ケアシステムが全くわからない状況で取り組んでいる場合がある。 

 地域包括ケアシステムを構成するものは多岐にわたるが、庁内にその全体を俯瞰できる者がいない。

市町に住まいや医療等を担当する部署もない場合には、それらに対する意見交換もままならない。 

 地域包括ケアシステムに係る情報量が多く混乱している。そして、担当者だけでは整理もできず・庁内

外への説明もできず、さらにどう取り組めば良いのか悩んでいる状況がある。 

 結果として、とりあえず目の前の期限のあるもの・とにかく「実施する」ことに意識が行ってしまい、主旨を

きちんと理解できないまま進んでしまっているように見られる。 

 地域包括ケアシステムは、今後のまちづくりの条件であり、部署を越えて実施しなければ構築できないこ

とを、人事権を持つ人にリアリティをもって語る必要がある。 

担当職員の資質向上も重要だが、その育成や取り組みを支援し、活動しやすくなる環境整備も重要

であることから、体制等人事権を持つ管理職層の理解を促すことも必要ではないか。 
 

 「地域創生等、地域包括ケアシステムの話と似たようなものが多く、よくわからない」等のコメントが以前

あった。本来の課題は一つであり、自治体にとっては連動する話であるのに、地域包括ケアシステムが

単なる「高齢者のケア」の話として捉えられているようであり、本質を理解できていない。 

それぞれの内容を語ることができる職員はいるかもしれないが、自治体職員の視点で地域包括ケア

システムを語ることができる職員は少ない。また、自治体職員の視点から地域包括ケアシステムを簡

単に理解するための資料も少ない。 
 
 

 

以上から、次が調査研究を進める上での大きな示唆として与えられることとなった。 

○ 短期間での担当職員の異動を想定し、年度当初には毎回地域包括ケアの基礎理念の理解や

基本姿勢の獲得のための基礎・導入研修を実施し、職員が地域包括ケアシステムの構築・推進

の主担当課およびそれに係る担当課に新たに着任した場合には受講することが望ましい。 

○ それらを受講し心構えができた上で、知識・技術を獲得するための研修や、各分野の研修が実

施されることで、職員は自信をもって自らの言葉で自身の取り組みを語ることができるようになる。 

○ 地域包括ケアシステムの構築・推進のためには、担当職員による取り組みや努力だけでは限界

がある。庁内外の連携や体制充実のためには、人事権を持つ者・首長・副市長等トップ層におい

て地域包括ケアシステムの理解を深めることも重要である。 

○ 理解促進のため、自治体職員の視点から地域包括ケアシステムを理解する資料も必要である。 
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2. 市町村職員研修実施に向けての課題 

 

(1) 研修の必要性に対する理解 

研修対象となる職員が出席するためには、その研修が体系性を持ち、出席することの必

要性を、本人だけではなく、管理職などの上司が十分に理解している必要がある。研修を

受けた職員において意識づけ・動機づけがなされ、それに基づく取り組みが十分になされ

るためにも、管理者層の認識が深められていることは重要である。さらに、管理者層だけ

ではなく、都道府県の市長会等の機会において、トップ層に地域包括ケアの重要性を伝え、

その理解を得るように進めていかねばならない。  

そのためにも漫然と研修が行われるのではなく、目指すべき人材の設定、それの育成を

行うための研修であるという設計をしっかりと行い、その上で計画立てて研修を行わねば

ならない。研修実施にあたっては、市町村職員の研修に対する市町村の意向や考えを確認

することが必要となるが、並行して管理職やトップ層には地域包括ケアについての働きか

けと理解を促し、多くの職員の研修参加を働きかけねばならない。 

 

 

(2) 研修の設計 

地域包括ケアシステムの構築・推進に際しては、その職員が基礎理論・基本姿勢を獲得

し、それに基づいて行動できていることが求められる。しかし、現状を見る限り、地域包

括ケアシステムを理解し、その理解のもと、自身の市町村の状況を勘案した課題設定をも

って他者にそれを説明し、理解を得ることができる市町村職員は少ないと見受けられる。 

検討委員会においても、「地域の継続にかかわるものだという危機意識が薄く、自分事と

しての意識も薄い」、「理解していることに偏りがあり、そもそもなぜなのか？という本質

に対する理解が進んでいない」、「理解が進んでいないため、行っている取り組みへの自信

が持てず、結果として進まない」などの課題があげられた。 

市町村職員自身が、地域包括ケアシステムに取り組むことの背景や理由、目標とその実

現には何が必要なのかを明確に理解していなければ、いくら手段や技術をもってしても、

その取り組みには血肉が通わない。そして、地域包括ケアシステムの本質を理解しなけれ

ば、構築・推進のための戦略を立てることも困難である。 

すなわち、地域包括ケアシステムの研修では、職員自身がその本質を説明でき、行動で

きるようになるということが全ての前提としてあり、それが研修の第一の達成目標となる。

その上で、推進していく上で求められる知識や技術の獲得が次の目標となるのであり、以

上が可能となる研修プログラムの設計が必要である。 

 

一方、地域包括ケアシステムの構築・推進に係る市町村職員の人材育成の対象としては、

推進の主担当課職員以外に地域支援事業部門、介護保険給付部門の職員も考えられる。地

域支援事業部門や介護保険給付部門の職員の場合、地域包括ケアシステムの基礎理論・基

本姿勢を学んだ後は、個別の事業や業務における基礎理論等や個別の知識や技術が求めら

れることから、研修体系の設計ではその配慮も必要である。 
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(3) 都道府県支援も含む人材育成の支援体制 

「(4)都道府県による市町村支援の必要性」で述べたように、都道府県を中心とする体系

的な研修体制、継続的な視点からは市町村を支援する仕組みをつくり、そのもとで研修を

設計することが望ましい。しかし、市町村と同様に、都道府県にも定期的な人事異動が見

込まれ、地域包括ケアシステムに関する知識や市町村の支援ノウハウが不足する可能性が

ある。また、市町村に対するデータ提供やその分析についても、都道府県が行いうること

の限界もあると考えられる。そのため、都道府県でも、それらを補完・補強する体制を考

えておく必要がある。 
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3. 自治体職員研修の体系と実施体制・支援体制 

 

(1) 研修体系 

研修体系については、地域包括ケアシステムの基礎理論と基本姿勢の獲得を「地域包括

ケア『1.基礎・導入編』」として行った後に、さらに必要となる知識・技術については、「地

域包括ケア『2.基本編』」にて獲得することで理解を深めるような構成とすることで、段階

的な人材育成を想定することが必要である。すなわち、地域包括ケアシステムの推進の主

担当課の職員においては、「地域包括ケア『1.基礎・導入編』を総論として学び、その上で

「地域包括ケア『2.基本編』」で深耕するという構成である。 

一方、地域包括ケアシステムは地域支援事業を包含するものであることから、地域支援

事業部門の職員においても、地域包括ケアの基礎理論と基本姿勢を獲得する「地域包括ケ

ア『1.基礎・導入編』」で、地域支援事業の前提である地域包括ケアの総論を学ぶことが必

要となる。その上で、在宅医療・介護連携推進、認知症、総合事業等の、いわば地域包括

ケアの各論に分れた研修構成となると考えられる。例えば、在宅医療・介護連携の担当課

の場合は、「地域包括ケア『1.基礎・導入編』」を経て、「在宅医療・介護連携『1.基礎・導

入編』」、「在宅医療・介護連携『2.基本編』」に進むこととなる。なお、在宅医療・介護連

携を担当する職員に向けた研修については、「地域の実情に応じた在宅医療・介護連携の推

進に向けた地方自治体職員の育成プログラムに関する調査研究事業」（平成 28年老人保健

健康増進等事業）4を参照されたい。 

図表 4 研修体系例 

 

各研修の対象・内容は、当該研修で育成したい人材像をにらみながら設定することが必

要である。そのため、各研修プログラムでは、次を設定することが必要となる。 

図表 5 研修プログラムで設定すべきこと 

① 要件定義：教育目標・育成したい人材像・もたらすべき効果の明確化、その目標実現に向け、ど

のような能力が職員に必要なのか 

② 研修コンテンツの検討：その実現のために、どのような教材とプログラムが必要なのか 

③ 評価基準：その進捗度評価をどのように行うか（評価を組み込むことによるマネジメントサイクル） 

 

                            
4 「地域の実情に応じた在宅医療・介護連携の推進に向けた地方自治体職員の育成プログラムに関する調査

研究事業報告書」（平成 28 年度老人保健健康増進等事業） 

URL: http://www.fujitsu.com/jp/group/fri/report/elderly-health/2016educationprogram.html 

地域包括ケア
1.基礎・導入編 （総論）

地域包括ケア
2.基本編

在宅医療･介護連携
1.基礎･導入編（各論の総論）

総合事業
1.基礎・導入編（各論の総論）

認知症
1.基礎・導入編（各論の総論）

総合事業
2.基本編

認知症
2.基本編

在宅医療・介護連携
2.基本編
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(2) 基礎・導入編の研修のプログラム 

① 研修プログラムの構成 

研修を構成する要素としては、「事前学習・事前課題」、「講義・座学」、「演習」、「目標設

定」等が想定される。「事前学習・事前課題」は、研修の受講にあたって事前にテキストを

読む・課題に取り組むことで、基本的な情報の獲得や研修に向けた課題整理等が行われる

ことが期待され、研修効果に好影響を与える。「講義・座学」は、知識や情報を獲得し、理

解するための方法として有効である。一方、「演習」は、他者との協議・検討や作業を行う

等、自らが実際に取り組むことが求められるため、その中で気づきを得る、さらなる理解

を深める方法として有効である。そして、研修で得た気づきを自身の行動として具体化し

ていくことで研修効果が高まることから、「目標設定」を行うことが有効である。 

以上から、研修については、「事前学習・事前課題」、「講義・座学」、「演習」、「目標設定」

の 4つを研修の要素として組み立てることとする。 

 

② 基礎・導入編の研修プログラム 

 ⅰ）集合研修前 

  ■事前学習：基礎理論のテキストを読む 

研修受講前には、まずは「事前学習」として、研修受講に際しての基本的な知識を得て

おくことが研修効果を高める。その場合、集合研修前に受講者自身がテキストを読みこん

でおく方法が効率的である。テキストは、研修後にも改めて読み直すことが可能であり、

それによって理解をさらに深める助けともなる。 

地域包括ケアの概念等について解説されたものとしては、「地域包括ケア研究会」による

一連の報告書がある。その内容を踏まえつつ、地域包括ケアが必要とされた背景と理由・

その構造等の基礎理論を、地域包括ケアシステムの構築・推進に取り組む市町村職員の視

点から整理したテキストがあれば、速やかな基礎理論の獲得の可能性を高めると考えられ

るため、その開発を行う。 

 

  ■事前課題：課題シートの作成 

市町村、市町村の中の地域において、実情はそれぞれ異なる。研修受講にあたっては、

自身の市町村がどのような状況にあり、地域包括ケアシステムを構築・推進していく上で

何が課題であるのかを知っていることが前提となるため、基本データ、いくつかの視点か

ら見た課題の確認を行うための課題シートに取り組む。事前課題は、当日の研修による学

び・気付きをより有意義なものとするために活用されるが、それだけではなく、日頃業務

に追われている市町村の担当職員が、自らの取り組みや課題等について改めて振り返り、

考える機会を提供するという機能を持つ。 
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 ⅱ）集合研修実施 

ナレッジマネジメントの核となる有名な考え方としてＳＥＣＩモデル5（図表 6）があり、

人は、図のようなステップを踏んで自身の確たる知識として獲得し、新たな知識を創造す

ると考えられる。その場合、自身が研修の中で得た知識は、その場において他者と対話・

思考の中で共同化・表出化していくことで、早期に獲得していくことが可能になると考え

られる。よって、知識を獲得するための「講義・座学」と他者と対話して思考する「グル

ープワーク」の組み合わせによる研修スタイルが適していると考えられる。グループワー

クは、他者との対話の中で気づきを得、解決の方向性を見つけ出そうとする方法であり、

その手法を習熟しておく点でも研修に取り入れることの効果があると考えられる。 

図表 6 SECI モデル 

 

  ■講義・座学 

事前学習でも取り組んだ基礎理念に係る内容のほか、制度や各事業、市町村や都道府県

の実態等についての解説が考えられる。また、重点テーマや最近話題となっているホット

トピックスの解説、他自治体での取り組み等の事例紹介が考えられる。 

一方、講義・座学は、講師から受講者に対する知識提供型の内容であり、如何に受講者

が自身のものとしてそれらを受け止めていけるかがポイントである。その場合、講師や事

例紹介者等も、同一都道府県等、圏域性を意識した構成とすることも大事な視点である。 

 

  ■グループワークによる演習 

研修をした上で、さらに理解を深め、意識づけや動機づけを進めるには、研修受講者自

身が考え、他者に対して発言するプロセスの中で自身の考えを言語化していく・他者との

協議の中で検討を深めること機会を持つことが効果的と考えられる。その場合、グループ

ワークのように、他者との検討・協議・作業を伴う演習を活用することが望ましい。 

また、地域包括ケアシステムの構築・推進を担う職員は、自ら考えて取り組み、実践を

重ねていくという基本姿勢を持つ人材であることが求められる。そのような人材を育成す

るためには、より実践と結びつく内容を検討し、体感できるような演習とすべく検討する

ことが必要である。 

                            
5
ＳＥＣＩモデル：野中郁次郎氏が提案した知識創造のモデルであり、「暗黙知」と「形式知」のスパイラルを創り出す知識移転と

知識塑像のプロセスを表したもの。「共同化」（暗黙知を暗黙知へ）→「表出化」（暗黙知を形式知へ）→「統合化」（形式知を

形式知へ）→「内面化」（形式知を暗黙知へ）→「共同化」という知の移転プロセスをらせん状に行き来しながら正のスパイラ

ルを描くべき、絶えずこのサイクルを繰り返していくモデルである。 

内面化
Internalization
新たな暗黙知への発展

得られた形式知が暗黙知として
内面化されることでさらに発展する

連結化
Combination

分析・論理的思考による具体化

情報を体系的な知識へと変化させる等、
形式知を異なる形式知と組み合わせて具体化する

同じ場で共通の経験をする
ことで、お互いの暗黙の
前提や知識を共有化する

共同化
Socialization
経験の共有・共体験

対話等を通じ、内面にある
知識（暗黙知）を目に見える形
（形式知）へと変換する

表出化
Externalization
対話による概念化

暗黙知

暗黙知

暗黙知

形式知

暗黙知

形式知 形式知

形式知
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グループワークによる演習では、ファシリテーションの技術が求められるが、その技術

は地域包括ケアシステムを進めていく上で行われる多職種との会議や話し合いの場で必要

となる。グループワークによる演習で経験することで、ファシリテーション技術の必要性

の理解と体得への意識を得ることも大事である。また、自分とは異なる市町村で同じ課題

に取り組む職員とグループワークを行うことで、新たな気づきを得るだけではなく、研修

後にも同じ取り組みをする者同士としての関係性が作られることへの期待もされる。 

以上のようにグループワークによる演習は重要であり、その実施にあたっては、時間を

十分確保し、可能な限り他の参加者とコミュニケーションを取ることができるようにする。 

 

  ■目標設定 

一連の研修を受講した後、研修で得た気づきや知識・技術を自身の取り組みに活かすべ

く、目標設定や具体のアクションプランを設定する。 

 

 ⅱ）集合研修後 

研修終了時に設定した目標設定やアクションプランについてのフォローアップ等のほか、

具体の取り組みに際しての支援を行う。 

 

(3) 研修の実施体制・支援体制 

都道府県は市町村支援として市町村職員向け研修を行うべく、都道府県を含む体系的な

研修体制と継続的な支援体制をつくり、研修内容を設計することが望まれると考えられる

ことから、本調査研究では都道府県による市町村職員向け研修の実施を想定する。 

一方、市町村と同様に、都道府県にも定期的な人事異動が見込まれ、地域包括ケアシス

テムに関する知識や市町村の支援ノウハウが不足する可能性がある。また、市町村に対す

るデータ提供やその分析についても、都道府県が行いうることの限界もあると考えられる。

そのため、都道府県においても、それらを補完・補強する体制を考えておく必要がある。 

都道府県内には保健・医療・福祉の学部を持つ大学等の高等教育機関があり、研究者も

いると考えられるが、その協力を得ることができれば、地域の状況を理解した上でのデー

タ分析等も可能となる。さらに、当該高等教育機関は地域の人材養成機関でもあり、都道

府県の地域包括ケアシステムの推進状況は当該高等教育機関においても影響がある。また、

専門職団体においても地域包括ケアの推進状況は影響することから、それらとも連携し、

講師派遣等の協力を得ることも考えられる。 

また、異なる都道府県間で行われる情報交換や、同じ市町村支援という課題に取り組む

都道府県担当者による検討も重要であることから、圏域を意識した都道府県への支援も想

定される。 
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第３章 研修・支援体制の設計 

 

1. 研修の基本構成 

 

(1) 研修の全体像と研修プログラム 

① 研修の全体像 

研修プログラムの設計では、対象者の設定とあわせ、具体の内容を検討することになる。

市町村職員の対象者像と実施する研修全体像の検討を行ったのが、次である。 

図表 7 研修の全体像 

 
研修の受講者は、地域包括ケアシステムの本質・基本的な内容を理解した後、それを実

現するための個別事業を理解することが望ましい。そのため、研修体系は、地域包括ケア

の総論である「地域包括ケア『1.基礎・導入編』」を開催した後、各個別事業の総論である

「1.基礎・導入編」、さらに知識と技術を獲得するための「2.基本編」を受講するように設

計する。 

地域包括ケアシステムの総論である「地域包括ケア『1.基礎・導入編』」は、その本質を

理解するために設定されているものであり、地域包括ケアシステムの推進の主担当課、そ

して新たに当該課に着任する者すべてが研修対象と考えられる。その場合、担当者に加え

て管理職の受講も考えられるが、能力・経験は違うものの、獲得すべき基礎理論・基本姿

勢は同じであることから、同じ内容の研修の受講を想定する。 

対 象 研修の種類 ①地域包括ケアシステム
推進の主担当課

②地域支援事業部門等
例）在宅医療･介連携等

•当該部署に新たに着任した者
•担当者・管理職の双方を対象とす
るが、研修時点での内容の理解状
況等も勘案し、開催は2回を想定

•人事異動は毎年発生、基礎理論
の習得ややマインドセットは都度必
要となることから、毎年開催を想定。

1.基礎・導入編
（初級）

※全ての層の人材が学ぶことが必要

•基礎となる理論の獲得（活動に
際しての知識の源泉・動機づけ）

•初動のための基本ステップの理解
（アクションプラン）

年度開始の極力早い時期に開催
•主対象は地域包括ケア推進の担
当課だが、地域支援事業、給付
部門も含む

•地域包括ケアの総論であることか
ら、担当職員だけではなく、管理
職級も想定

①の終了後に実施
•在宅医療・介護連携推進事業
の担当課で地域包括ケアの「基
礎・導入編」研修の受講修了者
を想定

•在宅医療・介護連携の総論であ
ることから、担当職員だけではなく
管 管理職も想定

•既に基礎・導入編の研修等で基
礎理論・知識を獲得しており、実
務において継続的改善を図る者

• 1.基礎・導入編研修終了程度の
者が対象。

•知識の深耕やアップデートが必要。

2. 基本編

•推進体制構築に向けての認識
の深化（水平・垂直統合）

• マネジメントスキル獲得(PDCA
のうち特にCAによる継続的
改善。データ等の効果的活用
のスキル等)

•新規課題、ホットトピックス対応

•初任者研修終了後の担当者を
対象

•基礎・導入編の研修終了後の者
を対象

•人事、予算等、自治体の組織戦
略に昇華させる役割を担う層

•地域包括ケアシステムに関わる部
署も包含すると考えられ、全体を俯
瞰した戦略的な思考が求められる
（人員配置・予算等）。

3.戦略編(管理職研修)

•地域経営及び自治体経営
戦略における地域包括ケア
システムの意義・位置付けの
再認識

•推進に向けての人員体制等
資源投入のあり方、分野横断
的連携の重要性等の再認識

•新規課題・ホットトピックス対応

•自治体のグランドデザイン、方向性、
人事・予算等の基本方針の検討
時に地域包括ケアシステムの重要
性を正しく理解している

4.トップセミナー(市長会等)
•自治体経営の視点からの地域
包括ケアシステムの意義・位置
づけの再確認

•戦略策定とそのための組織づくり
•新規課題・ホットトピックス対応

管理職(部課長等)

主担当者等

新たに着任した者等

実
践･

質
の
向
上

・
課
題
把
握

・
技
術
の
獲
得

市
町
村
の
持
続
性
確
保･

強
い
ま
ち
づ
く
り

・
課
題
把
握･
戦
略
策
定

・
実
施
環
境
整
備

幹部職はさらに自治体の組織戦略として

考える必要有

市長・副市長等 いずれの層の人材でも共通して目指すのは
地域包括ケアシステムの構築・推進こそが

市民の幸福の追求と自治体の持続性に資するものと
理解し、その理解のもと行動できること

A

C

B

個
人
の
理
解･

動
機
づ
け

・
基
礎
理
論

・
基
本
姿
勢
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② 研修体系と研修プログラム 

研修を段階別で展開、整理すると次のような研修体系となる。地域包括ケアの総論であ

る「地域包括ケア『1.基礎・導入編』」の研修後、地域包括ケア推進の主担当課は「2.基本

編」を受講することが想定される。一方、個別事業の担当課については、それぞれの事業

の総論である「1.基礎・導入編」、いわば各論における総論を受講することとなる。例えば、

在宅医療・介護連携推進の担当課の場合は、下の図表のＡ→Ｂ→Ｃの流れとなる。 

なお、弊社では「地域の実情に応じた在宅医療・介護連携の推進に向けた地方自治体職

員の育成プログラムに関する調査研究事業」（平成 28年度老人保健健康増進等事業）6にお

いて、在宅医療・介護連携推進事業を担当する自治体職員の研修のプログラムの全体につ

いての検討を行っており、地域包括ケアシステムの総論である「1.基礎・導入編」以降に、

在宅医療・介護連携の総論である「基礎・導入編」、「基本編」を学ぶ構成を示している。

そこでは、本研修によって基礎理論・基本姿勢を獲得することで、地域包括ケアシステム

の趣旨をきちんと理解した上で取り組みがなされるよう設計を行っている。 

図表 8 研修体系と研修プログラム 

 
  

                            
6  「地域の実情に応じた在宅医療・介護連携の推進に向けた地方自治体職員の育成プログラムに関する調査

研究事業報告書」（平成 28 年度老人保健健康増進等事業） 

URL: http://www.fujitsu.com/jp/group/fri/report/elderly-health/2016educationprogram.html 

地域包括ケア
1.基礎・導入編 （総論）

在宅医療･介護連携
1.基礎･導入編（各論の総論）

個人 ）基礎理論を学ぶ→動機づけ
地域包括ケアの基本的な考え方を理解し、
各要素等の必要性が理解できており、
それを人に説明できる。

市町村 ）庁内共通認識の醸成(規範的統合)
都道府県) 都道府県全体での共通認識の醸成

多職種連携の本質を学ぶこととあわせて、医療介護連携特
有の課題(特に医療との関わり方)に焦点をあてて学ぶ

市町村がPDCAを通じて行う
マネジメントにも着目して実施
市町村 )事業推進に寄与
都道府県)県内実態把握に寄与
※ホットトピックスは継続実施

2.基本編(マネジメント)
1.基礎・導入編 2-1.各論の基礎・導入編

B

C

A B C

総合事業
1.基礎・導入編（各論の総論）

認知症
1.基礎・導入編（各論の総論）

A

各研修の
2.基本編

2.基本編

事前学習 講義・座学 GW

ロールプレイ事前課題

目標設定

集合研修

事前学習 講義・座学 GW

ロールプレイ事前課題

目標設定

集合研修
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それぞれの「1.基礎・導入編」、「2.基本編」の目的と到達点は、次のように整理される。

「1.基礎・導入編」は、主に個人の理解による意識づけ・動機づけに着目したものであり、

続く「2.基本編」は課題把握や技術の習得等、より実践に即した内容として設定する。 

図表 9 基礎・導入編と基本編 

基礎・導入編 基本編 

個人の理解による意識づけ･動機づけを重視 

■基礎理論を理解 

・・活動に際しての知識の源泉・意識づけ・動機づ

け 

■基本動作の習得 

・・初動のための基本ステップの理解 

（アクションプランを描ける） 

実践･質の向上を重視 

■知識の深化 

・・推進体制構築に向け理解が深まる 

■課題把握のための技術獲得 

 ・・ＰＤＣＡのうち、特にＣＡによる継続的改善 

 ・・データ等の効果的活用のスキル 等 

 ・・新規課題・ホットトピックスへの対応 

 

③ 研修の実施時期 

地域包括ケアシステムの基本理念の理解・基本姿勢の獲得は、全ての取り組みの前提と

なる。また、地域支援事業等各論の「1.基礎・導入編」、「2.基本編」を速やかに実施する

ためにも、「地域包括ケア『1.基礎・導入編』」は、年度開始後の極力早い時期に実施する

ことが大事である。 

市町村職員においては、定期的な異動が想定される。よって、毎年度異動が生じること

が想定されるため、基礎理論の理解と基本姿勢の獲得を目的とする「基礎・導入編」の研

修は毎年度行われることが必要である。 
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(2) 「地域包括ケア『1.基礎・導入編』」の研修における定義 

研修では、育成しようとする人材、求められる能力等を定義することが必要となる。「地

域包括ケア『1.基礎・導入編』」の研修における定義は、次のように設定する。 

図表 10 「地域包括ケア『1.基礎・導入編』」の研修における定義 

1.育成する人材の総論的な定義 

次について、①自課の職員、②庁内他部署の職員、③庁外の事業者・市民等 に説明できること。 【基礎理論】 

1. なぜ地域包括ケアが必要とされたのか（背景の理解） 

2. 地域包括ケアは何を目的としているのか（目的の理解） 

3. 地域包括ケアの目的達成のためには何が不可欠なのか？（具体の知識の理解） 

それらを生み出すためにはどのような能力・技術・手順が必要なのか？（思考・スキルの理解→自立学習） 

2.入口で対象となる人材像の定義 3.出口で保証されるべき 

その人達に求められる能力の定義 

4.行動目標の定義 

 地域包括ケアシステムの基礎知識

等が不足し獲得が必要、若しくはア

ップデートが必要な者（未経験者を

含む）。 

 人事異動は高い頻度で発生するた

め、毎年対象者が見込まれる。 

※基本的に以下の全員が受けること

を想定する。 

○地域包括ケア総括部門 

○地域支援事業部門（総合事業・

医療介護連携推進事業・認知

症の担当課） 

○給付部門 

 地域包括ケアシステムの基礎理論

を理解し、説明できる。 

 推進に向けて連携すべき対象（庁

内、関係団体、市民等）とその内容

を理解し、説明できる。 

 業務を進める上で関連すると思わ

れる他部署の事業（施策や計画等）

を確認、情報交換を行う。 

 地域の関係団体、専門職らに働き

かけ意見交換の場を持つ。 

 自身が獲得すべき能力・技術等を

理解し、自分で学ぶ（自立学習）。                                          

 

 

 

「1.育成する人材の総合的な定義」は、地域包括ケアの「基礎理論」を他者に対して説

明できることとしている。それは、地域包括ケアシステムの構築・推進において、他者に

対して働きかけることは重要であることから、その力を獲得するという目標によるもので

もある。一方、基礎理論を他者に向けて「説明できる」ためには、その「理由」を理解し

ている必要があり、自身の考えが整理できている必要がある。この場合、年齢、キャリア、

経験した部署等、本研修を受講する者のレベルが異なることにも留意が必要である。 

  

目標）本研修の受講によって、これが可能になる・若しくは可能とすることへの 

意識づけ・動機づけがされる 
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(3) 研修の実施者 

本調査研究では、都道府県による市町村支援の一環として職員研修を企画・実施するこ

とを想定しているため、都道府県が研修の実施者となる。研修の実施に際しては、市町村

職員の研修に対する市町村の意向や考えを確認することが必要となるが、並行して管理職

やトップ層には地域包括ケアについての働きかけと理解を促し、多くの職員の研修参加を

働きかけることが必要である。 

 

一方、本研修プログラム自体は、市町村が自ら研修会を開催し、職員を育成するために

使用することも可能である。その場合も漫然と研修を行うのではなく、上に示したような

研修の定義、その育成を行うための手段としての研修の設計をしっかりと行い、その上で

計画立てて研修を実施することが必要である。 
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2. 研修の流れ 

 

研修は 集合研修前、集合研修実施、集合研修後、という流れの構成となる。 

研修実施での集合研修が研修プログラムの核ではあるが、集合研修のみでは単発的なイ

ベントになる懸念がある。研修で得た気付きを個人のものとし、その後の自律的な学習と

結びつけて継続的な成長を図るには、事前学習・事前課題の実施と、研修終了時の目標設

定やアクションプランの設定、研修少量後には事後フォローを一体的に実施する。 

 

集合研修は半日～１日程度で行われることが想定されるが、集合研修による「講義・座

学」と「グループワーク・ロールプレイによる演習」の構成とする場合、講義等を受講す

る際の理解を高め、グループワークを効果的に行うための準備を事前に行っておくことが

重要となる。よって、集合研修前には、簡易なテキストを通読しておくことによる「事前

学習」と、自身の自治体の状況を把握し、その課題等を予め把握しておく「事前課題」を

設定する。さらに、研修当日に得た気づきをもとに、自身の目標設定を行うことで、半日

～１日の研修であっても、基本理念・基本姿勢の獲得と意識づけ・動機づけに向けた効果

的な内容となることが期待でき、そのためのフォローアップも行いやすくなる。 

以上に基づく研修プログラムは、次のとおりの構成となる。 

 

図表 11 研修プログラム 

 

 (1)集合研修前 

集合研修に先立ち、次を行う。 

 事前学習(テキストの通読・

理解) 

 事前課題(ワークシートの作

成等) 

※ワークシートは研修前に 

事務局に提出 

 (2)集合研修実施 

集合研修により次を行う。 

 講義・座学 

 主旨解説、行政説明 

 講義・座学 

 事例紹介 

 演習 

 グループワーク 

 ロールプレイ 

 自己学習の支援 

 振り返りと目標設定 

 (3)集合研修後 

研修受講後に、次を行う。 

 研修で立てた目標設定等の

進捗状況の確認 

 研修内容を踏まえた市町村

支援（都道府県が実施）  

 

  

事前学習 講義・座学 GW

ロールプレイ事前課題

目標設定

集合研修

事後フォローの実施
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3. 基礎・導入編の研修プログラムの構成 

 

「地域包括ケア『1.基礎・導入編の研修プログラム』」の構成は、次のように想定する。 

図表 12 基礎・導入編の研修プログラムの全体構成（例） 

 

 

(1) 集合研修前（事前学習・事前課題） 

基礎理念の理解（テキストの通読）  

研修の参加者には、異動したばかり等の新任者や、担当者であっても理解が進んでいな

い職員が含まれている可能性もある。そのため、事前学習として、まずはテキストを通読

し、必要に応じて動画等の参考資料を参照しながら、地域包括ケアシステムの構築・推進

のために理解しておくべき基礎理論を知る。 

今回作成した「地域包括ケアシステムに関する 30の Questions」は、特に自治体職員に

向けて、地域包括ケアシステムについて「なぜなのか？」、「どのようにすればよいのか？」

という問いとしてまとめ、その基礎理念の理解を促すテキストとして開発している。内容

については、今後の国の政策の展開や、全国の取り組みを踏まえて改訂していくことを目

指すべきものであるが、研修受講に向けての準備としてだけではなく、研修終了後には再

度読み直す等して、理解を深めるための一助として活用されることを目指すものである。 

【付属資料：研修コンテンツ-1 地域包括ケアシステムに関する 30の Questions】 

想定
タイムテーブル

時間
（分）

内容 使用コンテンツ

事前学習 ー テキストの読み込み テキスト

事前課題 － 現状・課題整理シートの作成 現状・課題整理シート

開会・主旨説明等 10:30-10:40 10

講義・座学
事例紹介

10:40-12:00 80
・テキストの解説
・事例紹介

レクチャー用スライド

休憩 12:00-13:00 60
グループワーク手順説明

グループワーク①
・テーマ）現状・課題の把握・整理
・発表）把握された課題をもとに連携のための働きか
けを考えてみる

グループワーク②
・個別テーマ）
-1重度の要介護者の在宅生活を実現するものは何
か
ｰ2支える側の高齢者をつくるにはどうすればよいか

グループワーク③
・テーマ）地域包括ケア推進に対する庁内部署の理
解を得るための方法を考える

休憩 16:30-16:40 10
今後について 16:40-16:50 10 今後の自己学習のためのヒントの提示 テキスト、映像コンテンツ

振り返りと目標設定 16:50-17:10 20 目標設定シートの作成と共有 目標設定シート

閉会・説明等 17:10-17:15 5

（3）
集合研修後

事後フォロー ー ー 研修で立てた目標設定等の進捗状況の確認 目標設定シート

研修プログラムの構成

（１）
集合研修前

（２）
集合研修

13:00-16:30
※適宜休憩

演習 210

概ね一ヶ月前
に指示、一週
間前に回収

グループワーク用スライド
現状・課題整理シート
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現状・課題の把握（現状・課題整理シートの作成）  

集合研修ではグループ演習を行うが、市町村の担当職員であっても、現実には自身の市

町村の課題を把握できていない・整理していないことが多々見受けられる。その状態でグ

ループワークに参加することは研修効果を低下させることから、集合研修のグループ演習

で使う「現状・課題整理シート」の作成を事前課題として実施し、自身の市町村の課題を

整理してからの参加を想定する。 

現状・課題整理シートは、弊社の平成 27年度老健事業7の調査研究にて開発したものを

基にしたものであり、比較的容易に課題が把握できるため、他の都道府県の地域包括ケア

や在宅医療・介護連携の研修等でも使用されている。現状・課題整理シートの作成にあた

り、課題を把握しようとする場合に担当課のみで行うことができることは少なく、他部署

への聞き取りや調査などが必要となる項目がある。それらを通じて、庁内の他事業との関

係性に気づくことも、課題把握シート作成のねらいである。 

【付属資料：研修コンテンツ-2 現状・課題整理シート】 

 

(2) 集合研修 

基礎・導入編における集合研修は、1 日での実施を想定して設計する。その内容として

は、講義・座学、演習（グループワーク及びロールプレイ）、自己学習のためのヒントの提

示、振り返りと目標設定となる。 

 

講義・座学、事例紹介：80 分  

研修の導入部として、事前学習のために配布したテキストをベースとした講義・座学を

行う。テキストでは、地域包括ケアが必要とされた背景、地域包括ケアを構成する要素に

ついての整理を、自治体職員の視点から行っている。しかし、全てをそのまま講義するこ

とは非効率であることから、参加者のレベルや関心、後半のグループ演習の内容等によっ

てテーマやポイントを絞って解説することが適当である。 

なお、当該テキストは研修を受講するにあたり、事前に理解を深めておくためのもので

あり、研修当日に必ずこれを使用しなければならないわけではない。研修の開催者、当該

地域の事情に精通した学識者等、地域の専門職が直接自ら作成した資料を用いて説明を行

うことも有効である。 

【付属資料：研修コンテンツ-1 地域包括ケアシステムに関する 30の Questions】 

 

演習 グループワーク①②③：200 分  

基礎・導入編のプログラムでは、グループワークを 3コマ設計する。 

1コマ目の「現状・課題の把握・整理」では、事前課題である「現状・課題整理シート」

をもとに互いに発表を行うことで、互いの状況や課題を共有するものであり、いわばアイ

スブレイクの意味合いも持つものである。 

  

                            
7 「地域の実情に応じた在宅医療・介護連携を推進するための多職種研修プログラムによる調査研究事業」（株式

会社富士通総研 平成 27年度 厚生労働省老人保健健康増進等事業） 

http://www.fujitsu.com/jp/group/fri/report/elderly-health/2015chiikihoukatsucare.html 
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2コマ目は「重度の要介護者の在宅生活を実現するためのものは何か」、若しくは「支え

る側の高齢者をつくるにはどうすればよいか」等、具体的な課題を設定し、検討すること

を想定する。 

この場合、受講者には「重度者の要介護者の在宅生活」、「支える側の高齢者」の具体的

なイメージの獲得や理解が進まない可能性も考えられるため、状況に応じてショートレク

チャーの実施、具体的なケースを設定しての情報の付与、事例となるような映像等の活用

を行うことで、グループワークに際しての初期情報の獲得を促し、議論の対象を明確にす

る等の工夫が望まれる。 

また、全てのグループが必ずしも同じテーマのワークを実施する必要はなく、各グルー

プでテーマを選択する、あるいは会場内のグループを半分に分けてそれぞれテーマを割り

当てて検討を進め、グループワークの最後に発表を行う等して、全体でその検討結果を共

有する方法も考えられる。 

 

3 コマ目では、「地域包括ケア推進に対する庁内部署の理解を得るための方法を考える」

として、今後の取り組みに向けた検討を行う。 

このコマでは、前の 2コマ目で採用したテーマを実現するために、どのような場面でど

のような方法が必要であり、それを行いうる主体は何であり、どのように連携することが

必要となのかをグループワークによって検討することを想定する。一定程度検討が進んだ

後、その内容をもとに、各受講者は担当者である自らを中心とする「地域包括ケアシステ

ムの構築に向けた連携図」を 10分程度で作成し、自身がどのように取り組むべきかを理解

することを想定する。なお、「地域包括ケアシステムの構築に向けた連携図」では、地域包

括ケアシステムを構築し、その目標を達成するためには、どのような事業があり、連携・

関係しているのかを自身の市町村の状況を考えながら理解することも目的の一つである。

そのことによって、横串を刺すような考え方・視点を持つことの必要性の理解や意識づけ・

動機づけをはかるとともに、全体を俯瞰して関係を理解するとも目指すものである。 

【付属資料：研修コンテンツ-2 現状・課題整理シート（事前に作成済みのもの）】 

【付属資料：研修コンテンツ-3 ワークシート 地域包括ケアシステムの構築に向けた連携図】 

 

振り返りと目標設定（目標設定シートの作成と発表）：20 分  

受講者には、自身が担当者でいる間に何を実施すべきなのかを理解した上で、目標を設

定し、それを実現するために行動していくことが期待される。そのため、研修を受けた際

の効果を確認するためにも、研修の終わりに「目標設定シート」を作成する。 

目標設定シートは、在宅医療・介護連携を推進するために、自身がその担当者である期

間での目標設定と、それを実現するために自分はどのようになるべきか・獲得すべきかを

考える。その上で、1 ヶ月以内の短期間の間に取り組む・着手すべきこと、年度末（当該

年度のゴール）までに取り組むべきことなどを考え、自身の目標設定とそのための工程を

考える。 

【付属資料：研修コンテンツ-4 目標設定シート】 
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(3) 集合研修後（事後フォロー） 

研修受講後の実際の取り組みの中での新たな気づき、研修時に立てた目標設定の進捗等

を確認する。確認は、再度集合する形式を取る必要はなく、個別にヒアリングや支援を行

う際に、そのタイミングで実施することが効率的である。 

【付属資料：研修コンテンツ-4 目標設定シート（研修参加者が作成したもの）】 

 

以上は、集合研修を中心とする一連の研修プログラムによるものであるが、市町村職員

が研修に出にくい場合も考えられる。そのため、e-learning等のツールを採用し、講義・

座学等で実施する基礎的な内容はそこで押さえ、その応用である演習のグループワーク等

については集合研修で行う等の組み合わせも考えられる。 
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第４章 今後に向けた課題 ～全国的な支援体制の整備 

 

【都道府県単位での研修の実施と人材育成の支援体制】 

地域包括ケアシステムの構築・推進は持続的に行われるものであり、その進行度合いや状

況の変化に伴い、推進支援の方法も都道府県で変化する可能性があると考えられる。また、

都道府県および市町村には圏域・地域特有の課題が存在することから、それぞれの状態や特

有の課題等が反映された研修の実施と人材育成の支援体制が都道府県単位でつくられていく

ことが望ましく考えられる。 

 

研修での講義や進行は、誰が行うかによって全く異なるものとして受け止められる場合も

あり、良い講師の人選は研修の成否にもかかわる。そのため、都道府県単位での人材育成の

支援体制の整備においても、講師の確保・育成は重要事項である。 

都道府県や市町村の実情に即した研修の実施を考えると、当該都道府県にある医療および

保健・福祉系の教育・研究機関の教育者でもある学識者らが支援体制に参加していくことは、

当該機関が地域における専門職人材の輩出機関であることを踏まえると、有効と考えられる。

その専門職人材が所属する専門職団体がその体制に参加していくことの効果も、同様である。

また、市町村職員が抱える課題は、市町村職員自身が最もよく理解できる。そのため、研修

時の講師やアドバイザーとなりうる市町村職員を意識的に育成し、確保していくことも重要

である。宮崎県では、県内の先進市町村の担当者に声がけを行い、MICCS8リーダー研修会を

開催し、意見交換を行う等、プルアップ型の展開を始めている。市町村による市町村へのピ

アサポートに通じる取り組みであり、県内の体制充実にも寄与するものと考えられる。 

 

【市町村支援を行う都道府県への支援】 

今後の継続的な地域包括ケアシステムの構築・推進に向け、都道府県が市町村職員研修や

その実施体制の整備に取り組むことができるよう、支援を考えていくことも必要である。 

次ページの図表 13は、都道府県が市町村職員を対象とした研修を実施する主体として事務

局機能を持ち、当該都道府県の資源と連携して地域包括ケアシステムの構築を推進する市町

村職員を育成するための体制（案）である。保健所は、それぞれの管内市町村に対し、日常

的な支援を行うことと併せて、都道府県による集合研修の運営支援やアフターフォロー等を

行う。都道府県は、公立大学等の教育・研究機関や地域の専門職団体とも連携し、職員研修

の実施時には講師を務めてもらう等の協力を得る。また、県内の市町村職員も講師やアドバ

イザーとして参加するそして、これらの体制構築については、国及び地方厚生局が後方支援

する構成である。このような体制が構築されれば、都道府県においても市町村支援が行いや

すくなる。結果として、市町村による取り組み格差の減少と、地域包括ケアシステムの構築

と推進の確度は高まると考える。 

 

  

                            
8 MICCS：Miyazaki Integrated Community Care System 宮崎県版地域包括ケアシステム 
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【継続的改善とメンテナンスを行うための体制】 

本調査研究で策定した研修プログラムは、地域包括ケアシステムの初期の取り組みがなさ

れている現在での実施を想定して設計したものである。そのため、その内容については、制

度改正等の動向や地域包括ケアシステムの深化に合わせて適宜メンテナンスされていくこと

が必要である。 

また、市町村職員に対する研修は都道府県が主に企画・実施することを想定しているが、

都道府県においても、具体的に実施するとした場合の運営方法や外部講師の選定を検討する

必要がある。さらに、新たに生じた課題や確認された課題について適宜検討を行い、必要に

応じて研修内容を地域の実情を勘案しながらアップデートしていくことも求められる。以上

から、研修に対する内容の評価・継続的改善とメンテナンスの実施、研修の実施者である都

道府県に対する情報提供、各地での取り組みの紹介、講師紹介等を行う等、都道府県・市町

村に向けた支援を行う機能を持つ、全国的なプラットフォームが求められるものと考える。 

先駆的に地域包括ケアシステムに取り組んでいる市町村や都道府県であっても、拡充や自

律的な成長への支援、新しい情報の獲得は必要である。さらに、そうしたプラットフォーム

によって、先駆的な市町村による取り組みが可視化され、情報が提供・共有されることにな

れば、他市町村や他都道府県への展開や好影響も期待される。そうした点からも、全国的な

プラットフォームの存在が望まれるのであり、継続性担保や地域包括ケアシステムの構築・

推進、そして深化のためにも検討が必要と考えられる。 

 

図表 13 人材育成プログラムの実施体制（案）とメンテナンスのあり方（イメージ） 

 

市町村職員を対象とした研修

地域包括ケアシステム、総合事業、医療・介護連携･･･

研修開催による支援

市町村

研修への参加を通じて

地域包括ケアシステム
推進のPDCA

研修前後のフォロー
研修内容等を踏まえた

きめ細やか・継続的な支援

研修
運営支援

地域包括ケアの推進

担当者への動機づけ、知見のアップデート、他地域の状況の共有、
自地域の取り組み振り返り、進捗状況の確認・相対化

取り組みの質の向上

講義・座学

先行地域は
遅れている地域を
支援する側として参加
→研修アドバイザー等

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ事例共有コンテンツ

教育・研究機関
（公立大学等）

地域の
専門職団体

地域のリーダー
やキーパーソン

都道府県

国
地方厚生局

連携・協力

保健所

支援

支
援

都道府県への
情報提供や
講師紹介等に
よる実施支援、
研修プログラム
の継続的評価
とメンテナンス

↓

プラットフォーム
が必要
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付属資料・参考資料 

 

■付属資料  

研修コンテンツ 

研修コンテンツ名等 概要・用途 

-1 
地域包括ケアシステムに関す

る 30の Questions 

 市町村が在宅医療・介護連携に取り組む上で理解しておくべき

基礎理論や事業の実施手順等についてとりまとめたもの 

-2 現状・課題整理シート 
 地域包括ケアにかかる自らの市町村の状況を様々な観点から

整理・把握するためのシート 

-3 
ワークシート 

地域包括ケアシステムの構築

に向けた連携図 

 自分の課を中心に、庁内の他部門や、庁外の組織・団体等が地

域包括ケアのどのような内容において関係すると考えられるか、

さらに連携を取る必要があるのかを整理・把握するためのシート 

-4 目標設定シート  研修受講を踏まえ今後の目標を設定する際に使用するシート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本報告書及び各種研修コンテンツ、参考資料については以下の URL をご参照ください。 

株式会社富士通総研 ホーム > 調査・研究成果 > 国の医療・福祉分野の調査 

URL http://www.fujitsu.com/jp/group/fri/report/elderly-health/2016chiikihoukatsucare.html 
 

http://www.fujitsu.com/jp/group/fri/report/elderly-health/2016chiikihoukatsucare.html
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